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年次有給休暇管理簿記入要領
(１)欄　前年中に年次有給休暇として使用できる総日数を記入すること。
(２)欄　前年中の出勤簿の集計欄の年合計欄から年休として整理されている日数を転記すること。ただし、この場合１日に満たない半日又は端数時間があるときは、１日として整理し計算すること。
（注）例えば、実際に使用した日数及び時間数（年合計）が12日１時間のように、１日未満の端数がある場合は13日として転記すること。
(３)欄　前年中に使用できる年次有給休暇の日数から(２)欄の日数を差し引いた使用残の年次有給休暇の日数を記入すること。
(４)欄　本町条例定数内職員として採用された年月日を記入すること。ただし、国又は他の地方公共団体の職員（以下「国家公務員等」という。）から人事交流により引き続き本町職員となった場合には、当該国家公務員等となった年月日を記入すること。
(５)欄　(４)欄に記入した年月日の属する暦年を第１暦年として起算した場合の前年の暦年次を記入すること。
(６)欄　当該年の前々年１月１日から同年12月31日まで（当該年の前年が第１暦年にあたるものについては、採用年月日から12月31日まで）の勤務日の総日数（年間の全日数から週休日、休日等及び育児休業を除いた日数）を記入すること。
(７)欄　(６)欄に記入した勤務日の総日数のうち、①現実に勤務した日（出張及び研修を含む。）②年次有給休暇を使用した日③職務に専念する義務の免除を受けた日④産前産後の休暇を受けた日⑤夏季休暇を受けた日⑥ドナー休暇を受けた日⑦公務災害又は通勤災害による病気休暇を受けた日⑧公務災害又は通勤災害による休職期間のいずれかに該当する日数を合計して記入すること。
(８)欄　(６)欄の日数に対する(７)欄の日数の百分率を小数点以下第１位まで記入すること。なお、四捨五入等の端数整理をしてはならないこと。
(９)欄　法定休暇日数を記入すること。
(10)欄　(３)欄の日数が(９)欄の日数以上であるときは、(９)欄の日数を、(３)欄の日数が(９)欄の日数未満のときは、(３)欄の日数を記入すること。
(11)欄　当該年に新たに使用できる年次有給休暇の日数（20日）に(10)欄の日数を加えた日数を記入すること。
